
適用要件の見直し (中小企業における賃上げ促進税制)

> 中小企業全体として雇用を守りつつ、積極的な賃上げや人材投資を促す観点から、税額控除率の上乗
せ要件等が見直されました (措法42の 12の 5②)。
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税額控除限度額の見直し
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